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北海道・東北
有限会社アトム電工
有限会社池本薬局
医療法人孝佑会美しが丘じんぼ皮膚科
株式会社ケーイーティ
合同会社建築工房YアンドY
国際ソロプチミストアメリカ日本北リジョン
酒田市立松陵小学校チューリップ学年
有限会社桜井商事
櫻井内科・胃腸内科
札幌ユネスコ協会
千歳相互観光バス株式会社
日本国際連合協会北海道本部
医療法人はぐくみ
医療法人東札幌病院
株式会社富士メガネ
宮本土建工業株式会社

関東
有限会社アイ・エイチ
株式会社アイシェル
株式会社アクロス
株式会社ATORU／白金カンタービレ
株式会社アトレ
アメリカンエキスプレス・インターナショナル，Inc
株式会社アルコインターナショナル
株式会社アロー商事
イーグル工業株式会社
医療法人いずみ会
株式会社一迅社
株式会社インターコン
医療法人社団梅津クリニック
株式会社ABC Cooking Studio
株式会社エクソンホールディングス
SBIポイント株式会社
株式会社エスピック
有限会社エルジーエヌセミナーズ
株式会社エンジニアライティング
株式会社エンドレス
株式会社オフィス・カラーサイエンス
株式会社カイブツ
有限会社金沢商店
株式会社木村洋行
株式会社キャステック
キヤノン株式会社
教職員共済生活協同組合
共同紙工株式会社
共立インシュアランス・ブローカーズ株式会社
株式会社ギンビス
グーグル合同会社
株式会社グランド
株式会社グローバルウェイ
株式会社コーラルヘルスケア
株式会社コールドサービス
コカ･コーラ ボトラーズジャパン株式会社
国際ソロプチミストアメリカ日本東リジョン
株式会社コスモ工業
株式会社コスモロード
こぶ観音救援基金
株式会社サンギ
山王不動産株式会社
株式会社ＣＳテクノロジーズ

ナトー・コーポレーション株式会社
成田国際空港株式会社
西日本高速道路株式会社
西日本鉄道株式会社
西宮都市管理株式会社
株式会社21世紀
日蓮宗大本山池上本門寺
ニッケ・タウンパートナーズ株式会社
日本映像翻訳アカデミー株式会社
日本生命保険相互会社
公益財団法人日本ボールルームダンス連盟
ネクセリア東日本株式会社
能古島青少年育成協会
野村不動産株式会社
公益財団法人パシフィック・ミュージック・ 
　フェスティバル組織委員会
株式会社パス･コミュニケーションズ
株式会社旅籠屋
株式会社パルコ
阪急阪神エステート・ サービス株式会社
阪神電気鉄道株式会社
株式会社ビジネスパブリッシング
株式会社ファーイーストクラブ
株式会社ファーストリテイリング
福岡県国際交流センター
株式会社プライムプレイス
株式会社文化放送
ベルマージュ専門店街事務局
株式会社北洋銀行
北海道空港株式会社／株式会社えんれいしゃ
マックスバリュ九州株式会社
松原都市開発株式会社
株式会社丸善ジュンク堂書店
株式会社丸ヨ池内
三重県
三井不動産商業マネジメント株式会社
三井不動産ビルマネジメント株式会社
三菱地所株式会社
三菱地所・サイモン株式会社
三菱地所プロパティマネジメント株式会社
三菱地所リテールマネジメント株式会社
三菱商事株式会社
三菱商事・ユービーエス・リアルティ株式会社
港区
株式会社ミュークリスタル
明治安田生命保険相互会社
名鉄ビルディング管理株式会社
八重洲地下街株式会社
ユニー株式会社
ユニーグループ・ホールディングス株式会社
株式会社横浜岡田屋
株式会社横浜スカイビル
株式会社横浜都市みらい
株式会社ラルズ
陸上自衛隊守山駐屯地
株式会社LIXILビバ
株式会社リラィアブル
株式会社ルミネ
株式会社レキップ・トロワ
株式会社ロイヤリティマーケティング
ロイヤルホームセンター株式会社
株式会社ローソン

株式会社サンシャインシティ
株式会社サンポップ
株式会社山陽百貨店
株式会社サンリブ
株式会社シーアールイー
株式会社CIC
株式会社ジェイアール東日本ビルディング
JLLモールマネジメント株式会社
J-glam Inc.
株式会社ジオ・アカマツ
シダックス大新東ヒューマンサービス株式会社
品川区
株式会社シブヤテレビジョン
株式会社ジョイフルエーケー
株式会社ジョイフル本田
松竹株式会社
浄土宗千日前法善寺
浄土宗大本山増上寺
浄土真宗本願寺派築地本願寺
ジョーンズラングラサール株式会社
特定非営利活動法人ジングルウィーク
株式会社振興いわみざわ
神代植物公園サービスセンター
株式会社新都市ライフホールディングス
ススキノ十字街ビル株式会社
住商アーバン開発株式会社
住友生命保険相互会社
聖教新聞
株式会社西武プロパティーズ
積水ハウス梅田オペレーション株式会社
株式会社セブン＆アイ・クリエイトリンク
全日本仏教青年会
創価学会
双日商業開発株式会社
第一生命保険株式会社
株式会社ダイエー
株式会社大丸松坂屋百貨店
大和情報サービス株式会社
大和ハウス工業株式会社
大和リース株式会社
ダイワロイヤル株式会社
株式会社髙島屋
多木化学株式会社
株式会社竹中工務店 
千葉市
株式会社中日アド企画
中部国際空港株式会社
株式会社中部新都市サービス
中部日本ビルディング株式会社
株式会社つかしんタウンクリエイト
株式会社テレビ埼玉
東海市立市民活動センター
株式会社東急百貨店
東急不動産SCマネジメント株式会社
株式会社東急モールズデベロップメント
東京建物株式会社
株式会社東光ストア
当別町地域商社 株式会社tobe
株式会社トヨタオートモールクリエイト
公益財団法人名古屋国際センター
名古屋鉄道株式会社岐阜幹事駅
公益財団法人名古屋みなと振興財団

アイコーサービス株式会社
アイ・モール三好商業振興株式会社
株式会社アインホールディングス
アクトアモーレ店舗会
株式会社朝日新聞社 
株式会社朝日ビルディング
株式会社アトレ
荒川区
イオン株式会社
イオン九州株式会社
イオンストア九州株式会社
イオンタウン株式会社
イオン北海道株式会社
イオンモール株式会社
イオンリテール株式会社
生田神社 
イケア・ジャパン株式会社
イタリア文化会館
一宮市
株式会社イトーヨーカ堂
上野恩賜公園サービスセンター
浦和商業開発株式会社
一般社団法人恵庭観光協会
株式会社エルエル
株式会社OMこうべ
大川創業株式会社
大阪市商業振興企画株式会社
大阪地下街株式会社
株式会社大阪マルビル
片倉工業株式会社
関西外国語大学
株式会社関西都市居住サービス
関電プロパティーズ株式会社
キタオオジタウン
株式会社紀伊國屋書店
岐阜劇場通北商店街振興組合
岐阜市
キャピタランド・モール・ジャパン株式会社
キャポ大谷地運営室
京都ステーションセンター株式会社
株式会社近鉄百貨店
グローバルフェスタJAPAN実行委員会
グンゼ開発株式会社
京王電鉄株式会社
京阪ホテルズ＆リゾーツ株式会社
ケネディクス・オフィス投資法人
ケネディクス商業リート投資法人
航空自衛隊小牧基地
公明新聞
光洋不動産株式会社
独立行政法人国際協力機構北海道国際センター
　JICA北海道
五稜郭タワー株式会社
株式会社ザイマックスアルファ
株式会社ザイマックス関西
栄公園振興株式会社
札幌駅総合開発株式会社
札幌駅前通まちづくり株式会社
札幌大通まちづくり株式会社
札幌市
株式会社札幌副都心開発公社
札幌プラザ2・5

株式会社日商エステム
日本国際連合協会関西本部婦人部
宗教法人如意庵
株式会社美工
株式会社フォーウッド建築事務所
富士電子工業株式会社
公益財団法人毎日新聞大阪社会事業団
御浜住宅株式会社
株式会社ミャミー
八洲物産株式会社
八千代電設工業株式会社
株式会社ユニコム
株式会社リンツコーポレーション
Y.W.C.株式会社

中国・四国
広洋産業株式会社
株式会社岡陽プランニング
国際ソロプチミストアメリカ日本西リジョン
三共リース株式会社
医療法人進愛会
世界平和統一家庭連合愛媛教区松山家庭教会
株式会社竹内組
株式会社ツチヨシアクティ
医療法人のぞみ会
株式会社Ｂ＆Ｂ
前田海産株式会社
株式会社水本工務店

九州・沖縄
株式会社アドヴァンス
株式会社イノテック
国際ソロプチミストアメリカ日本南リジョン
株式会社サン電工社
JTL株式会社
有限会社下枝組
医療法人秋桜会
医療法人心信会
セキソ株式会社
大産住宅株式会社
特別養護老人ホーム天寿荘
有限会社中山商店
FORME
有限会社フレッシュフルーツメイト
みぞえ株式会社
ミンクルプロダクツ株式会社
株式会社メディカルインテリジェンス
株式会社ワカト

ヤフー株式会社
ユウキフーヅシステム株式会社
百合レディスクリニック
洋邦企業株式会社
株式会社ライフプラザＮＥＯ
有限会社ラッキイ堂
力武医院
立正佼成会・一食平和基金
リンベル株式会社
株式会社レオパレス21

中部
医療法人一樹会浅野眼科クリニック
株式会社エー・オー・シー
エスピービー株式会社
株式会社国江鉄工所
ケイ・ティ・エム株式会社
こどものお医者さんおがわクリニック
三耐工業株式会社
新発田コンタクトレンズセンター
株式会社シマヅワーカーズ
信越化学工業株式会社直江津工場
株式会社高尾
タカオ電気株式会社
トランコム株式会社
名古屋モザイク工業株式会社
新潟ファーネス工業株式会社
BAC仏教救援センター
株式会社不二産業
立正佼成会静岡教会壮年部

近畿
e-フィット合同会社
ウォーリア法務事務所
エフシースタンダードロジックス株式会社
大江化学工業株式会社
医療法人太田クリニック
大仲建設株式会社
岡田茂吉研究所
株式会社オランジュリー光洋
医療法人川崎医院
関西日本スペイン協会
協和電気株式会社
株式会社黒坂塗装工業所
桑名エンヂニアリングプラスチック株式会社
有限会社ケイティーコーポレーション
医療法人健寿会
国際ソロプチミストアメリカ日本中央リジョン
株式会社国誉アルミ製作所
ジオテック株式会社
浄土宗なむちゃんエイド
株式会社吹公社
ステラケミファ株式会社
世界連邦宣言自治体全国協議会
株式会社双興電機製作所
竹内マネージメント株式会社
天理教大阪教区河枚支部
東亜物産株式会社
医療法人社団當銘医院
株式会社内藤建築事務所
株式会社鳴門千鳥本舗
日動工業株式会社

J.S.Foundation
株式会社ジェーシービー
シダックス株式会社
昌運工業株式会社
有限会社新栄技術サービス
信越化学工業株式会社
株式会社シンクスコーポレーション
真如苑
株式会社スターテック
スマートホーム株式会社
住友機材株式会社
株式会社清光社
社会医療法人財団石心会
全国電力関連産業労働組合総連合
全国友の会
全日本塩販売協会
公益財団法人全日本仏教会
創価学会　
学校法人創価大学
ソニー株式会社
ダイナトロン株式会社
株式会社田村屋
中央電設株式会社
中外製薬株式会社
株式会社ディノス・セシール
Tokyo American Club Women's Group
東和通商株式会社
トヨタ自動車株式会社
長島不動産株式会社
那須高原リゾート開発株式会社
日蓮宗あんのん基金
日本映像翻訳アカデミー株式会社
日本共済株式会社
日本結晶光学株式会社
公益社団法人日本紅卍字会
日本商業開発株式会社
日本女子テニス連盟
日本大学全学文化行事エヌドット募金
日本労働組合総連合会
Neolive
株式会社ハウセット
バカラ パシフィック株式会社
間エンタープライズ株式会社
有限会社浜商
パラカ株式会社
株式会社バルカー
株式会社ピープルフォーカス・コンサルティング
医療法人社団徳正会ひらまつ内科
株式会社ファーストリテイリング
株式会社ファジー・アド・オフィス
+green TY jp
株式会社POT
株式会社ホンダ地所
公益財団法人毎日新聞東京社会事業団
株式会社前田
マスターカットラリー株式会社
三井住友銀行
三井不動産商業マネジメント株式会社
三菱電機トレーディング株式会社
株式会社 明治
メモリアルジャパン株式会社
株式会社八重洲口会館

2018年にご支援いただいた企業・団体［地域別／50音順］ 物品・サービス等によりご支援いただいた企業・団体［50音順］

紙面の都合により、合計20万円以上のご寄付、および、20万円相当以上の物品・サービス等による
ご支援をくださった企業・団体のみ掲載させていただきました。
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小池  克憲
UNHCR南スーダン事務所 保護官

私の活動する南スーダンは多く
の難民・国内避難民を生み出し
ていますが、同時に30万人を超
える難民の受け入れ国でもあり
ます。そのほとんどが、2011年
に勃発したスーダン政府とスー
ダン人民解放軍北部（SPLA/N）
による内戦の影響を受けたスー
ダン難民です。私が担当するイダ
難民居住地では、5万人のスー
ダン難民の方々が生活していま
す。しかし、紛れ込んだSPLA/N
戦闘員が強制徴兵を行うなど、
難民保護に適した場所ではあり
ません。UNHCRは、ここから
70km離れた場所に2つの難民
キャンプを設立し、保護環境を
整える努力を続けています。

阿部  明子
UNHCRマレーシア事務所 元准保護官
（コミュニティ・ベース）

マレーシアでは世界約60か国か
ら約16万人が保護を求めて逃れ
てきており、そのうちミャンマーか
らの難民が9割を占め、うち半数
以上はロヒンギャ難民です。事務
所ではコミュニティ・ベースの保
護を目指し、難民コミュニティや
支援団体への研修を行い、人々
の声を事業企画から十分に活か
すように努めました。日本への第
三国定住では、難民向けの情報
共有会を新たに実施して日本に
暮らす難民と対話の機会をつくる
など、IOM（国際移住機関）や
国内外のパートナーと協働し同
プログラムの拡充に努めていま
す。このように、皆様のご支援が、
難民一人ひとりを支えています。

土井  悠子
UNHCRレバノン事務所 第三国定住担当官

シリア紛争の発生から8年が経
ちますが、レバノンにはいまだ
約100万人のシリア難民が避難
しています。その中には、紛争
下で拷問や暴力に遭いトラウマ
に苦しむ人や、避難先でさらな
る暴力や搾取の危険にさらされ
る人など、第三国への定住が唯
一の安全な恒久的解決策と考
えられるケースがあります。そ
のような特別なニーズのある難
民の状況や背景を聞き取り、難
民認定や第三国定住の審査を
行う活動に従事しています。紛
争で傷ついた人々が、尊厳ある
生活を再建し平和を取り戻すた
め、最善の解決策を模索し続
けています。

森山  毅
UNHCRソマリア事務所 暫定代表

私の一日は、治安担当官との
ミーティングから始まります。ソ
マリアでは人口の約4分の1が
難民・避難民となっており、80
万人近くは近隣国に逃れたまま
です。UNHCRは、すでに8万人
以上のソマリア難民の自主帰還
を支援。ケニアやイエメン、リビ
アなどから多くの人が帰還しまし
た。皆様のご支援は、ソマリアの
平和構築の支えとなっています。
国連事務所があるソマリア国際
空港に砲弾が撃ち込まれた1月
から、首都モガディシュでは毎日
のように自爆テロが起きていま
す。エチオピア航空機事故で亡
くなった同僚を想いながら仕事
は続いていきます。

森  貴志
UNHCRバングラデシュ・
コックスバザール事務所 准保護官

コックスバザールのロヒンギャ難
民のキャンプでは、少しずつ生活
の基盤が整いはじめ、子どもたち
が元気に挨拶をしてくれることも
多くなりました。しかし、帰還の目
処は不透明であり、人々の生活
はいまだ不安定な状況です。土
砂崩れや洪水が予想されるモン
スーンへの対応やトラウマのケア、
障がい者や高齢者をはじめ支援
が届きにくい人々 の保護など、世
界最大規模の難民キャンプでの
課題は数多くあります。今後も皆
様からのご支援によって救われた
数多くの命を全力でつないでいく
所存です。引き続きお力添えの
ほど、よろしくお願い申し上げます。

❷

❸

❺

❹

❶

UNHCR（国連難民高等弁務官事務所）の活動を支えてくださっている日本の皆様に感謝申し上げます

年、難民発生国の状況に大きな改善は見られず、2018年ベネズエラやイエメン
では国内情勢がさらに悪化しました。ここ数年、UNHCRが支援対象とする難

民や国内避難民等は著しく増加していますが、国際社会全体では国連の活動への理
解が十分とは言えません。事実上機能不全に陥っている国々から逃れる難民や国内に
留まっている避難民の人権を守るために様 な々援助活動を展開しているUNHCRの役
割は、大変重要なものです。
これまでに支援者の皆様から多大なご協力をいただきましたことに深く御礼申し上げま
す。日本国内において、国際協力や貢献活動に参加される機運が高まっていることを感
じます。どうぞ今後とも温かいご支援をお願い申し上げます。
本年より国連UNHCR協会理事長を引き継ぎ、身の引き締まる思いを抱いております。
これまでに国際政治学分野および国際協力機構理事長等の役職を通じて培った経験
を活かし、全理事・職員とともに日本の市民社会からUNHCRの活動を支える役割を
果たしていく所存です。

連総会で2018年に採択された協定「難民に関するグローバル・コンパクト」が目
指す難民支援における世界の協働が、いかに差し迫った課題であるかというこ

と。多くの難民と言葉を交わし、それを思い知らされました。難民をパートナーととらえ、
経済的な機会や土地、サービスを共有するケニアの人々。破壊された家を、地道に再建
するシリアの東グータの人々。難民と地元のために雇用を生み出すイランに逃れた企業家
たち。逃れてきたベネズエラの人 に々手を差し伸べている自国内で避難生活を送るコロン
ビア人コミュニティ。このように未来をつくり、逆境を乗り越える人々の努力とたくましさ、
そして決断は、まさに創造力と言えるでしょう。人生が好転したその瞬間を、難民となっ
た人々が思い返す日が来ることを願っています。難解な世界で不安定な政治に遮られな
がらも、難民危機への責任をより分かち合い担っていくために人々が一堂に会するその
瞬間。その実現と世界中の何百万人もの難民と避難民の人生は、私たちにかかっていま

す。2018年、皆様のご支援は、難民
を守りその人生を再建し、人々の希
望につながりました。その軌跡は、本
報告書のUNHCRの援助活動の随
所でご覧になることができます。

第11代国連難民高等弁務官

フィリッポ・グランディ

特定非営利活動法人
国連UNHCR協会

理事長   田中 明彦

UNHCR　国連難民高等弁務官事務所（United Nations High Commissioner for Refugees）
の略称で、1950年に設立された国連機関のひとつです。紛争や迫害により難民や避難民となった
人を国際的に保護・支援し、難民問題の解決へ向けた活動を行っています。1954年、1981年に
ノーベル平和賞を受賞。スイス・ジュネーブに本部を置き、約135か国で援助活動を行っています。

国連UNHCR協会　UNHCRの日本における公式支援窓口です。UNHCRの活動を支えるために、
個人や企業・団体など、日本の民間の皆様に向けて広報・募金活動を行っています。2000年の設立
以来、多くの民間の皆様よりご支援をいただいています。国連UNHCR協会は認定NPO法人です。
ご寄付は税控除（税制優遇）の対象となります。

ロヒンギャ難民の子どもたちが通う学習センターを訪問するグラ
ンディ国連難民高等弁務官

国 近
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世界で活躍するUNHCRの日本人職員

表紙写真：新しい仮設住居や学校、手洗い場、ソーラーエネルギーを採用した街灯など、インフラが整いつつあるキャンプの夕暮れ時（バングラデシュ・クトゥパロン難民キャンプ）©UNHCR/Roger Arnold
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小池  克憲
UNHCR南スーダン事務所 保護官
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UNHCRの
2018年を振り返る

1月 ～ 4月

1月 2月 3月 4月
中央アフリカ共和国 モーリタニア シリア 世界

5月 ～ 8月

5月 6月 7月 8月
世界 グアテマラ コンゴ民主共和国 バングラデシュ

─ 皆様のご支援で可能になったUNHCRの緊急援助活動や難民をめぐる出来事をご報告します。UNHCRの2018年

国境を越えてチャドに避難してきた人々を難民登録し、
サポートするUNHCR職員

「すべてを置いて逃れてきました。UNHCRが食糧などを支援してくれて、ほっとしました」（24時間歩き続けて中央アフリカ共和国から妻と5人の子どもと避難したアナトル）

中央アフリカ共和国で戦闘
数千人が避難

中央アフリカで戦闘が激化し、2013年の
危機発生以降最大となる数千人がチャド
に避難。2017年12月以降、国内で68万人
以上、近隣国へは50万人以上が避難を強
いられながらも、世界から忘れ去られてい
る難民危機のひとつです。UNHCRはパー
トナー団体と連携し食糧を配布したほか、
毛布やマットなどの物資を提供しました。

難民キャンプで出生登録されるのを待つ家族。2、3週間前
にムベラ難民キャンプに避難してきた

アフリカ・モーリタニアで
マリ難民の出生登録開始

モーリタニアの難民キャンプで生まれたマリ
難民の子ども約7600人の出生登録がスター
ト。出生登録なしでは出自や年齢を証明す
るものがなく、教育などの基本的なサービス
を受けることができないほか、児童婚を防ぐ
上でも大きな壁となります。UNHCRは、政
府やパートナー団体と協働し、子どもたちの
保護や出生登録の支援にあたっています。

戦闘の生 し々い傷跡が残るシリア・アレッポ東部の街にい
た子どもたち

シリアの紛争、8年目に突入
人々の避難生活を支え続ける

シリアの紛争開始から丸7年。何十万人も
の命が失われ、何百万人もが家を追われま
した。フィリッポ・グランディ国連難民高
等弁務官は訴えます。「今こそ、この破壊的
な紛争を止める時です」。2018年、UNHCR
は周辺国に避難したシリア難民の支援の
ほか、シリア国内では辺境地域も含め12
の県で230万人に保護・支援を行いました。

ヨルダンのスポーツイベントでフェンシングに参加したイネ
ス（15歳）。世界各国でもさまざまな関連イベントを開催

#WithRefugees ワールドツアー
難民の窮状に共感を

世界各国で難民問題の解決のために協力
する署名キャンペーン「#WithRefugees
#難民とともに」をさらに広めるため、UNHCR
は4月から“#WithRefugeesワールドツ
アー”をスタート。第一弾の舞台はヨルダン
のザータリ難民キャンプ。4月6日「開発と
平和のためのスポーツ国際デー」にスポー
ツイベントを開催しました。

「平和な日々の中で家族と暮らしたい」。シリアで避難生活
を送る4人の子の母親・アフラムはラマダンに願いをかける

「今は橋や改善されたトイレもあり、食糧も水も、前よりずっとあります」（2017年後半にミャンマーから避難してきたハフィズ）

ラマダンに願う
難民に手を差しのべる行動を

ラマダン（断食月）は、世界中のイスラム
教徒にとって最も神聖な祝いの時です。ま
たそれと同時に、困難な状況にある人 へ々
思いを寄せ、思いやりを示す時でもありま
す。グランディ国連難民高等弁務官は、ラ
マダンを前に難民への支援を訴えました。
「私たちが一緒に行動する時、はかり知れ
ないほど強い力が生まれます」。

火山の噴火後、現地に駆けつけ学校に避難した人々のニー
ズを調査するUNHCR職員

グアテマラで火山噴火
被災者のニーズに迅速に対応

グアテマラで火山が噴火し、100人以上が
命を落とす中、山の斜面に住んでいた約1万
3000人が避難。UNHCRは地域の学校や
教会などに避難した被災者に聞き取りを行
い、必要な支援を迅速に把握。人々の保
護活動にあたると同時に、毛布やソーラー
ランタン、蚊帳、調理器具など、必要不可
欠な生活用品を提供しました。

「家も畑も全部焼かれてしまいました」と話す、3人の子の
母親・リス

15万人のコンゴの国内避難民
破壊された村へ帰還

4月以降、戦闘から逃れていた約15万人が
東部の故郷へ戻りました。「夫は食べ物を
探しに行き殺されました」。リス（22歳）は、
そう避難当時を振り返ります。帰還した
人々の家の多くは燃やされており、再び避
難した人も少なくありません。UNHCRは
緊急シェルターを提供していますが、深刻
な資金不足が活動の障壁になっています。

バングラデシュのクトゥパロン難民キャンプで避難生活を
送る少女たち

ロヒンギャ難民危機から１年
自然災害から命を守る支援

短期間に甚大な危機へと深刻化し、72万
人以上がバングラデシュに避難したロヒン
ギャ難民危機から1年。UNHCRは人々の
命を守る活動に尽力してきました。モンスー
ンの季節を前に対策を急ピッチで進め、橋
や道路、衛生施設などの整備を行い、各家
庭が暴風雨に備えシェルターを補強できる
よう、対策キットを9万セット配布しました。

© UNHCR/Aristophane Ngargoune © UNHCR/Helena Pes  © UNHCR/Antwan Chnkdji © UNHCR/Esna Ong
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UNHCRの
2018年を振り返る
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─ 皆様のご支援で可能になったUNHCRの緊急援助活動や難民をめぐる出来事をご報告します。UNHCRの2018年
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「すべてを置いて逃れてきました。UNHCRが食糧などを支援してくれて、ほっとしました」（24時間歩き続けて中央アフリカ共和国から妻と5人の子どもと避難したアナトル）
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1 難民の受け入れ国の負担軽減
現在、10人の難民のうち9人は開
発途上国が受け入れています。こ
うした大規模な難民の流入は、
受け入れ国の医療や教育、環境
面をはじめ、さまざまなインフラ
や公的サービスを圧迫していま
す。受け入れ国の負担を和らげる
ために、人道支援と開発援助の
連携が求められています。

3 第三国定住枠の拡大
難民の第三国への定住は、故郷へ
の帰還、庇護国社会における暮ら
しと並んで、恒久的な解決策のひ
とつです。第三国定住の受け入れ
数の増加を目指すとともに、家族
が暮らす国での定住、人道ビザの
発給、奨学生としての受け入れな
ど、第三国定住の枠にとどまらな
い柔軟な対応も求められています。

2 難民の自立促進
今、切に必要とされているのが、
難民の子どもや若者の教育へのア
クセス拡大や将来的な自立を視野
に入れた取り組みです。将来の帰
還を見据えた時、支援に依存しな
い自立した生活の実現は不可欠で
あり、それは受け入れ国に貢献で
きる人材の育成にもつながります。
難民に移動や労働の自由を与える
政策も自立促進の鍵となります。

4 安全かつ尊厳ある帰還に向けた環境整備
紛争の解決や食糧安全保障、イ
ンフラ整備、貧困対策など、難民
発生国は困難な課題を数多く抱
えています。難民一人ひとりが、
安全が確認された故郷に、尊厳
をもって自らの意思で帰還できる
環境を作るために、難民の母国の
現状や課題解決に向けた取り組
みの拡大が必要とされています。

「難民に関するグローバル・コンパクト」～4つのポイント～
Global Compact on Refugees

UNHCRの
2018年を振り返る

世界が一体となって難民保護を促進し、難民を受け入れている国や難民の出身国の発展

のために協力することを目的とした指針「難民に関するグローバル・コンパクト」。受け入れ

国や国連、各国政府だけでなく、各国の民間セクターとも連携し、ひとつの目標に向かっ

てどう協働していくのか、その国際的なフレームワークの4つのポイントをご紹介します。

9月 ～ 12月

9月 10月 11月 12月
インドネシア 中南米 イエメン 世界

2018年、国連総会で採択

「私が生まれ育った家は壊れてしまいました。使える物はこ
のマットだけです」。家の前で立ちつくすふたり

「子どもたちは空腹で泣きました。この給付金で食糧を買って家賃を払います」（イエメンの内戦で2人の子どもと避難したシハム）

インドネシアで大地震
8万人以上が家を失う

9月28日、インドネシアで大地震と津波が
起こり、2000人以上が亡くなり8万人以上
が家を失いました。UNHCRはこの危機に
迅速に対応し、テントや緊急援助物資を空
輸、被災者に就寝用マットや蚊帳、ソー
ラーランタンなどの援助物資を提供。同国・
ロンボク島では以前から地震が続き、約34
万人が避難民キャンプで生活しています。

UNHCRはベネズエラから詰めかけた人々が安全な避難場
所に移れるようサポートを行った

深まる中南米の政情不安
UNHCRが対応を強化

ベネズエラでは、2014年以降政情が著し
く悪化し300万人以上が避難。そのうち
100万人以上はコロンビアへ逃れました。
同月、ホンジュラスでも増加する犯罪や暴
力により何千人もの人々が国外へ逃れまし
た。UNHCRはパートナー団体と連携し、こ
うした最も弱い立場におかれた人々を守る
ために援助活動を強化しました。

ダラワン居住地のテントに避難する子どもたち。右からレビ
ア（7歳）、ルジャエン（11歳）、モハメド（8歳）

混迷するイエメンの紛争
食糧危機が深刻化

イエメンで戦闘が激化。UNHCRは市民と
援助関係者を守り、人道支援が再開でき
るよう紛争に関わるすべての当事者に訴え
ました。中東で最も貧しい国のひとつであ
り、この人道危機により200万人が国内で
避難を強いられている同国で、UNHCRは
約25万人を対象に、食糧や物資を手に入
れるための現金給付支援を実施しました。

国連本部でスピーチする、元コンゴ難民のバーティン。アメ
リカに逃れ、小学校の校長となった

難民支援のための新しい指針
「グローバル・コンパクト」

ニューヨークの国連総会で、「難民に関す
るグローバル・コンパクト」が承認されまし
た。これは、世界が一体となって難民保護
を促進することを目的にした国際的な取り
決めです。受け入れ国の負担軽減や、難
民の自立促進による地域への貢献、第三
国定住の拡大、難民の帰還に向けた環境
整備などを目指します。
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様々なご支援の形
2018年は約 3200法人（企業・団体）からご支援をいただきました。
その中から一部をご紹介いたします。

国連UNHCR協会の活動

緊急人道援助へのご支援

遺贈・相続財産からのご支援

UNHCRグローバル・シェルター
キャンペーンへのご支援

「国連難民支援キャンペーン」
ロケーションの無償提供

ご遺言によるご寄付、故人のお志をつなぐ相続財産か
らのご寄付を、多くのご支援者様からお預かりしてい
ます。これらのご寄付は相続税の対象になりません。

お問い合わせ・資料のご要望は、お気軽に国連
UNHCR協会遺贈ご相談窓口（0120 -540 -732）
までご連絡ください。

株式会社ATORU／白金カンタービレ
株式会社オフィス・カラーサイエンス
J.S. Foundation
立正佼成会・一食平和基金　

株式会社 木村洋行　大産住宅株式会社
株式会社ワカト

あなたのご遺志が難民・避難民の命をつなぎ、
希望を生みだします

難民に命と尊厳を守る住まいを提供するため、テ
ントの設置、家屋の改修、現金支給など多岐にわ
たる援助活動を実施。

約180の法人・団体のご協力により、
全国各地でキャンペーンを実施（約4100日）

ステラケミファ株式会社
株式会社ピープルフォーカス・コンサルティング
真如苑
創価学会
東京マラソン2019チャリティ

株式会社アトレ                 　　
イオングループ
三井不動産商業マネジメント株式会社
株式会社LIXILビバ　　　　　　　　等

教育・女性支援

株式会社ディノス・セシール
国際ソロプチミストアメリカ日本5リジョン
浄土宗なむちゃんエイド 
日本大学全学文化行事エヌドット募金

株式会社富士メガネ
1983年より毎年、社員による
「海外難民視力支援ミッショ
ン」を実施。これまでに4か国に
おいて無償で視力検査を行い、
メガネ1 6万組以上を寄贈。
UNHCRとのパートナーシップ
35周年を記念し、今後10年間
にわたる資金援助を実施。

キヤノン株式会社
UNHCR難民映画祭へ特別協賛
するほか、社員向けの上映会を
開催。難民アスリート写真展のパ
ネルデザイン・印刷協力も実施。

株式会社ファーストリテイリング
衣料支援（260 0万着を46の
UNHCR活動拠点に寄贈）をはじ
め、難民雇用（世界各国のユニク
ロ店舗で82人を雇用）、資金援
助、“届けよう、服のチカラ”プロ
ジェクトなどを通じた持続可能な
開発目標（SDGs）達成に取り組む
UNHCRのグローバル・パートナー。

パラカ株式会社
日本各地の管理駐車場に設置
された自動販売機の売上の一
部を寄付。

シダックス株式会社
6月2 0日「世界難民の日」に
UNHCRが実施する署名キャン
ペーンへの賛同を応援し、署名
1件につき50円を寄付。

株式会社 明治
主力チョコレート商品の売上の
一部を「アフリカの難民の子ど
もたちの栄養改善プログラム」
に寄付。

信越化学工業株式会社
信越化学グループ従業員の寄
付に対し、本社が同額を加えて
寄付（マッチングギフト）。

ヤフー株式会社
Ｔポイントで1ptから寄付でき
るYahoo!ネット募金を開設。6
月20日「世界難民の日」には特
設ウェブサイトを設置。

ソニー株式会社 以下の企業からも大きなご支援をいただきました

UNHCR難民映画祭への協賛、
チャリティマラソンへの社員ラン
ナー出走を通じた支援・寄付。社
内イベントでの啓発活動も実施。
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（国連UNHCR協会は東京マラソン2019チャリティ
事業の寄付先団体です）

全国5都市を拠点に展開

国連難民支援キャンペーン
街頭や施設などで毎月のご支

援への参加をお願いする活動

を行う「国連難民支援キャン

ペーン」は、日本をはじめ、スペ

イン、韓国、ドイツ、イタリア、

オーストラリア、スウェーデン、

メキシコなど世界15か国で展開されているグローバルな取り

組みです。日本では、札幌、東京、名古屋、大阪、福岡の全

国5都市を拠点に、2018年も多くの企業・自治体の皆様に

無償で会場をご提供いただき、日々活動を行いました。会場

で足を止めてくださった方々、難民のおかれている過酷な状

況にじっくりと耳を傾けてくださり本当にありがとうございまし

た。「遠いところにいる家族を助けるような気持ちで始めまし

た」「難民を支えるために何かしら関わりたいと思いました」

など、多くの方が、それぞれの熱い思いを胸に、難民支援の

輪に加わってくださったことに、心より感謝申し上げます。

2018年、13万2847人の方に
声をかけさせていただきました

2018年、UNHCR難民映画祭に
約5000人が来場しました

難民の緊急事態に即応 さらに多くの支援を難民に届けるために

今、危機にさらされる命を守る
緊急募金活動
2018年、国連UNHCR協会は、これまでUNHCRの難民援

助活動にご支援をいただいたことのない方にもお手紙による

お知らせをお送りし、ロヒンギャ難民へのご支援や、過酷な

冬を迎えているシリア難民へのご支援をお願いするキャン

ペーンを実施。また、長年ご協力をいただいている皆様にも、

引き続き、緊急時にお手紙でご支援をお願いしました。2018

年、皆様のご寄付がUNHCRの緊急援助活動を力強く支えて

くださいました。心より感謝申し上げます。

一刻を争う事態が発生した際に、タイムリーなお願いをするう

えで大きな役割を果たしているのが、Eメールやウェブサイト、
SNSなどを通したご寄付のお願いです。今後も、一人でも多く

の命を守るために、難民の緊急事態に即応した募金活動を

展開していく所存です。引き続き温かいご支援をいただけま

すよう、どうぞよろしくお願いいたします。

難民支援の必要性を広める活動

2018年、
「いいね」をいただきました

3万1910 1万2205

第13回UNHCR難民映画祭2018
難民一人ひとりの物語を、尊い人生を知っていただくために

UNHCR駐日事務所と国連UNHCR協会が開催する難民映

画祭は、2018年で13回目を迎えました。2018年のテーマは

「観る、という支援。」。まさにこのテーマの通り、上映作品を

観たことをきっかけに、各地の会場で多くの方が難民を支え

るご寄付を始めてくださいました。避難を強いられ、難民とい

う境遇を生きる人々を、どこか遠くの国にいる人たちではな

く、共に生きる仲間として実感する時間を、お越しいただい

た皆様と共有できたことに心より感謝申し上げます。

#難民とともに #WithRefugees 署名キャンペーン
難民問題解決のために協力し、「何ができるか」を考えてもらえ

るようにメッセージを送るグローバルな署名活動を2018年も

引き続き展開。世界で200万人の署名が集まり、日本でも約

6000人が署名活動に参加してくださいました。

長年、難民映画祭を
支えてくださっている企業の皆様
［特別協賛］

［協賛］

［協賛・字幕制作協力］

キヤノン株式会社
株式会社富士メガネ
株式会社ファーストリテイリング（ユニクロ）

ソニー株式会社
トヨタ自動車株式会社
バカラ パシフィック株式会社

日本映像翻訳アカデミー株式会社
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（学校、法人での上映会を含む）
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日本各地の管理駐車場に設置
された自動販売機の売上の一
部を寄付。
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6月2 0日「世界難民の日」に
UNHCRが実施する署名キャン
ペーンへの賛同を応援し、署名
1件につき50円を寄付。

株式会社 明治
主力チョコレート商品の売上の
一部を「アフリカの難民の子ど
もたちの栄養改善プログラム」
に寄付。
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信越化学グループ従業員の寄
付に対し、本社が同額を加えて
寄付（マッチングギフト）。
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Ｔポイントで1ptから寄付でき
るYahoo!ネット募金を開設。6
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設ウェブサイトを設置。

ソニー株式会社 以下の企業からも大きなご支援をいただきました

UNHCR難民映画祭への協賛、
チャリティマラソンへの社員ラン
ナー出走を通じた支援・寄付。社
内イベントでの啓発活動も実施。

© Fuji Optical Co.,Ltd. © UNIQLO

© 国連UNHCR協会 © 国連UNHCR協会

（国連UNHCR協会は東京マラソン2019チャリティ
事業の寄付先団体です）

全国5都市を拠点に展開

国連難民支援キャンペーン
街頭や施設などで毎月のご支

援への参加をお願いする活動

を行う「国連難民支援キャン

ペーン」は、日本をはじめ、スペ

イン、韓国、ドイツ、イタリア、

オーストラリア、スウェーデン、

メキシコなど世界15か国で展開されているグローバルな取り

組みです。日本では、札幌、東京、名古屋、大阪、福岡の全

国5都市を拠点に、2018年も多くの企業・自治体の皆様に

無償で会場をご提供いただき、日々活動を行いました。会場

で足を止めてくださった方々、難民のおかれている過酷な状

況にじっくりと耳を傾けてくださり本当にありがとうございまし

た。「遠いところにいる家族を助けるような気持ちで始めまし

た」「難民を支えるために何かしら関わりたいと思いました」

など、多くの方が、それぞれの熱い思いを胸に、難民支援の

輪に加わってくださったことに、心より感謝申し上げます。

2018年、13万2847人の方に
声をかけさせていただきました

2018年、UNHCR難民映画祭に
約5000人が来場しました

難民の緊急事態に即応 さらに多くの支援を難民に届けるために

今、危機にさらされる命を守る
緊急募金活動
2018年、国連UNHCR協会は、これまでUNHCRの難民援

助活動にご支援をいただいたことのない方にもお手紙による

お知らせをお送りし、ロヒンギャ難民へのご支援や、過酷な

冬を迎えているシリア難民へのご支援をお願いするキャン

ペーンを実施。また、長年ご協力をいただいている皆様にも、

引き続き、緊急時にお手紙でご支援をお願いしました。2018

年、皆様のご寄付がUNHCRの緊急援助活動を力強く支えて

くださいました。心より感謝申し上げます。

一刻を争う事態が発生した際に、タイムリーなお願いをするう

えで大きな役割を果たしているのが、Eメールやウェブサイト、
SNSなどを通したご寄付のお願いです。今後も、一人でも多く

の命を守るために、難民の緊急事態に即応した募金活動を

展開していく所存です。引き続き温かいご支援をいただけま

すよう、どうぞよろしくお願いいたします。

難民支援の必要性を広める活動

2018年、
「いいね」をいただきました

3万1910 1万2205

第13回UNHCR難民映画祭2018
難民一人ひとりの物語を、尊い人生を知っていただくために

UNHCR駐日事務所と国連UNHCR協会が開催する難民映

画祭は、2018年で13回目を迎えました。2018年のテーマは

「観る、という支援。」。まさにこのテーマの通り、上映作品を

観たことをきっかけに、各地の会場で多くの方が難民を支え

るご寄付を始めてくださいました。避難を強いられ、難民とい

う境遇を生きる人々を、どこか遠くの国にいる人たちではな

く、共に生きる仲間として実感する時間を、お越しいただい

た皆様と共有できたことに心より感謝申し上げます。

#難民とともに #WithRefugees 署名キャンペーン
難民問題解決のために協力し、「何ができるか」を考えてもらえ

るようにメッセージを送るグローバルな署名活動を2018年も

引き続き展開。世界で200万人の署名が集まり、日本でも約

6000人が署名活動に参加してくださいました。

長年、難民映画祭を
支えてくださっている企業の皆様
［特別協賛］

［協賛］

［協賛・字幕制作協力］

キヤノン株式会社
株式会社富士メガネ
株式会社ファーストリテイリング（ユニクロ）

ソニー株式会社
トヨタ自動車株式会社
バカラ パシフィック株式会社

日本映像翻訳アカデミー株式会社

© 国連UNHCR協会

© UNHCR/Annie Sakkab  

© 国連UNHCR協会 © 国連UNHCR協会

（学校、法人での上映会を含む）

© UNHCR/Anas Ibrahim

8

A N N U A L  R E P O R T  2 0 1 8   9



国連UNHCR協会 2018年度 会計報告

活動計算書 貸借対照表

経常収益
【受取会費】
【受取寄付金】

【受取助成金】
【その他収益】

経常収益  計

正会員受取会費 760,000
UNHCR寄付金 3,636,180,317
現物供与 288,703
受取助成金＊ 677,140,558
受取利息 46,036
為替差益 29,010

 4,314,444,624

資産の部
流動資産

流動資産 計

固定資産 
有形固定資産

無形固定資産

投資その他の資産

固定資産 計

資産合計

現金預金 947,222,145
未収金 2,007,887
前渡金 5,413,000
　 954,643,032

建物 826,069
什器　備品 3,744,324
有形固定資産 計 4,570,393
ソフトウェア 61,695,842
ソフトウェア仮勘定 40,618,800
商標権 16,157
無形固定資産 計 102,330,799
敷金 4,538,369
長期性預金 310,000,000
ソフトウェア開発特定資産 78,000,000
退職給付引当預金 15,430,300
投資その他の資産  計 407,968,669
 514,869,861

 1,469,512,893 

負債・正味財産の部
流動負債

流動負債 計

固定負債
固定負債 計

負債合計

未払金 539,453,846
預り金 7,201,329
 546,655,175

退職給付引当金 15,430,300
 15,430,300

 562,085,475

正味財産の部
正味財産

正味財産 計

正味財産合計

負債および正味財産合計

前期繰越正味財産額 871,323,748
当期正味財産増減額 36,103,670
 907,427,418
 
 907,427,418

 

 1,469,512,893

【管理費】 人件費
 その他経費

 管理費 計

経常費用 計

当期経常増減額

固定資産除却損

経常外費用 計

当期正味財産増減額
前期繰越正味財産額
次期繰越正味財産額　

 74,489,700
印刷費（管理） 162,437
会議費（管理） 151,717
旅費交通費（管理） 30,070
通信運搬費（管理） 9,400,046
消耗品費（管理） 2,473,484
修繕維持費（管理） 6,300,104
水道光熱費（管理） 754,053
賃借料（管理） 14,510,004
広告費（管理） 1,026,000
減価償却費（管理） 14,005,729
保険料（管理） 439,693
業務委託費（管理） 43,200
諸会費（管理） 79,800
諸謝金（管理） 3,045,069
租税公課（管理） 855,340
研修費（管理） 30,000
支払手数料（管理） 281,736
雑費（管理） 21,575
その他経費 計 53,610,057
 128,099,757
 
 4,277,565,682

 36,878,942

 775,272
 
 775,272

 36,103,670
 871,323,748
 907,427,418

経常費用
【事業費】 人件費
 その他経費

 事業費 計

 447,196,952
UNHCR支援金 2,895,472,738
業務委託費（事業） 315,135,138
諸謝金（事業） 4,545,989
制作費（事業） 147,347,361
印刷費（事業） 2,016,522
資料費（事業） 2,215,916
会議費（事業） 794,227
広告費（事業） 101,595,452
旅費交通費（事業） 16,862,977
通信運搬費（事業） 104,595,212
消耗品費（事業） 2,899,219
会場費（事業） 1,319,716
修繕維持費（事業） 3,810,017
水道光熱費（事業） 841,843
賃借料（事業） 10,972,373
減価償却費（事業） 15,820,902
保険料（事業） 70,080
諸会費（事業） 90,014
租税公課（事業） 7,150
研修費（事業） 450,996
支払手数料（事業） 75,330,920
雑費（事業） 74,211
その他経費 計 3,702,268,973
 4,149,465,925

（単位：円）
自 2018年1月1日　至2018年12月31日

（単位：円）
2018年12月31日 現在

ここに記載した活動計算書・貸借対照表は、NPO法人会計基準による2018年度
国連UNHCR協会活動計算書・貸借対照表をまとめたものです。全文は、国連
UNHCR協会ウェブサイトからダウンロードいただけます。
受取助成金について
国連UNHCR協会はUNHCRの日本における公式支援窓口として、日本の皆様に
難民問題を知っていただき、UNHCRへのご支援の輪を広げるために日々活動して
います。現在はその活動を強化するために、UNHCR本部の方針に沿って助成金を
受け取り、将来的により多くの支援を難民に届けられるよう有効活用しています。
日本以外でUNHCR本部助成金を提供されている公式支援窓口は、スペイン、オース
トラリア、ドイツ、米国、スウェーデン、アルゼンチンの各協会です。この助成金の主要
な財源は各国政府拠出金であり、UNHCR本部や各国政府の承認を受けています。
リザーブポリシー（正味財産についての方針）
国連UNHCR協会は、正味財産について、年間経常費用の4か月分相当を目安とし
て保持することが適正と考えます。財務健全性の確保および将来の事業拡大に向
けた基盤整備のためです。

2018年も温かいご支援をお寄せいただき、ありがとうございます
皆様からお預かりしたUNHCRへのご寄付の収支をご報告いたします

国連UNHCR協会 寄付金収入 国連UNHCR協会 寄付金支出

個人

91%

企業

7%

学校・団体2% 国内事業費等に
充当                
20%

合計
36億

3646万円

合計
36億

3646万円

UNHCR本部送金
80%

無国籍者支援

1%
再定住支援

6%

国内避難民
支援

15%

2018年、国連UNHCR協会にお寄せいただい
たご寄付は総額36億3646万円に達しました。
お預かりした寄付金のうち約80%にあたる28
億 9547万円をUNHCR本部に送金させてい
ただきました＊。

＊国連UNHCR協会では、UNHCR本部との取り決めに従い、
お寄せいただいた寄付金の上限25%までを、協会の活動およ
び運営のための資金に充当させていただいております。
国連UNHCR協会の総収入・総支出、費用詳細につきまして
は、次ページに掲載の「2018年度 会計報告」をご覧ください。

資金が大幅に不足しています

2018年、世界各地の紛争や迫害により、避難を
強いられた人が6850万人を超える中、UNHCR
が全世界での援助活動のために必要としていた
資金82億2050万米ドルに対し、実際に調達で
きた資金は46億9290万米ドルと約57%にとど
まり、大幅な資金不足となっています。

82億2050万
米ドル

必要額

46億9290万
米ドル

調達額

57%35億2760万
米ドル

不足額

43%

2018年UNHCRプログラム活動費分配額割合
皆様からのご寄付は、UNHCRのプログラムに
下記のとおり配分されています。

難民支援

78%

アフリカ

31%

中東
北アフリカ

30%

アジア・太平洋

9%

ヨーロッパ

11%

米州3%

本部

6%
グローバル・
プログラム＊10%

皆様からのご寄付により、UNHCRは

次のような緊急援助物資を提供すること

ができました（日本を含む全世界からの

寄付金による支援の一例です）

毛布

5,210,833枚
就寝用マット

2,649,146枚

水汲み容器

921,398個
ビニールシート

1,573,563枚

バケツ

465,866個
蚊帳

625,440張

調理器具セット

906,764家族分
ソーラーランタン

552,901個

家族用テント

26,908張

＊グローバル・プログラム
UNHCRが全地域で進めている分野別重点テーマを推進するプログラム。
出典：Update on budgets and funding for 2018 and 2019 EC/70/SC/CRP.7/Rev.2

出典：Update on budgets and funding for 2018 and 2019 EC/70/SC/CRP.7/Rev.2

支援目的別

地域別

経常外費用

＊受取助成金：UNHCR本部からの助成金
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活動計算書 貸借対照表

経常収益
【受取会費】
【受取寄付金】

【受取助成金】
【その他収益】

経常収益  計
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受取助成金＊ 677,140,558
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 4,314,444,624

資産の部
流動資産

流動資産 計

固定資産 
有形固定資産

無形固定資産

投資その他の資産

固定資産 計

資産合計

現金預金 947,222,145
未収金 2,007,887
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　 954,643,032
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什器　備品 3,744,324
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 1,469,512,893 

負債・正味財産の部
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固定負債 計
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 907,427,418

 

 1,469,512,893

【管理費】 人件費
 その他経費

 管理費 計

経常費用 計

当期経常増減額

固定資産除却損
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印刷費（管理） 162,437
会議費（管理） 151,717
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消耗品費（管理） 2,473,484
修繕維持費（管理） 6,300,104
水道光熱費（管理） 754,053
賃借料（管理） 14,510,004
広告費（管理） 1,026,000
減価償却費（管理） 14,005,729
保険料（管理） 439,693
業務委託費（管理） 43,200
諸会費（管理） 79,800
諸謝金（管理） 3,045,069
租税公課（管理） 855,340
研修費（管理） 30,000
支払手数料（管理） 281,736
雑費（管理） 21,575
その他経費 計 53,610,057
 128,099,757
 
 4,277,565,682

 36,878,942

 775,272
 
 775,272

 36,103,670
 871,323,748
 907,427,418

経常費用
【事業費】 人件費
 その他経費

 事業費 計

 447,196,952
UNHCR支援金 2,895,472,738
業務委託費（事業） 315,135,138
諸謝金（事業） 4,545,989
制作費（事業） 147,347,361
印刷費（事業） 2,016,522
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会議費（事業） 794,227
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研修費（事業） 450,996
支払手数料（事業） 75,330,920
雑費（事業） 74,211
その他経費 計 3,702,268,973
 4,149,465,925

（単位：円）
自 2018年1月1日　至2018年12月31日

（単位：円）
2018年12月31日 現在

ここに記載した活動計算書・貸借対照表は、NPO法人会計基準による2018年度
国連UNHCR協会活動計算書・貸借対照表をまとめたものです。全文は、国連
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